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研究要旨 
 
本研究全体の目的は、東アジア、オセアニア島嶼地域における生活習慣病の実態と、生活

習慣・社会的因子等の危険因子を、既存データ、調査対象地での疫学調査および社会学調査
に基づき解明することである。調査結果と日本で行われてきた取り組みをもとに、各国の社
会的背景に適合した有効な生活習慣病対策を提言する。 
第 3 年度は、まず、中国疫学調査を実施した。北京大学と共同で、北京市房山区地域住民

1,000 人を対象として、改定した質問票による調査、身体測定、血液検査を実施した。次に、
パラオ、中国に加えて、タイ、バングラデシュ、オーストラリアから、生活習慣病の疫学や
予防対策の専門家を招聘して、大阪で国際セミナーを開催し、調査結果を報告し各国の状況
について議論した。また、第 2 年度に実施したパラオ疫学調査及び保健省と WHO による生
活習慣病危険因子調査 [WHO STEPwise approach to surveillance (STEPS)] の結果を、パラオ保
健省と共同で分析し、英文論文 2 本を作成した。第 2 年度に実施した中国社会学調査結果に
ついても、質的分析を進めた。 
これらの調査結果と、国際セミナーでの議論をもとに、中国、パラオにおける、社会的背

景を考慮した効果的な生活習慣病予防対策について、以下のような提言をまとめた。 
中国   (1) ソーシャルキャピタルを活用した生活習慣改善活動 

(2) 情報メディアを活用した健康教育 
(3) 地域での健診と保健指導 

パラオ (1) 行政関係者等の意識向上 
(2) 学生・地域住民の健康意識向上 
(3) 学校・地域での実践的栄養教育 
(4) 定期的健康診断の導入 
(5) 運動しやすい環境整備 
(6) タバコの有害性の広報強化 
(7) 企業との連携 
(8) 野菜・果物の流通促進と価格補助 
(9) タバコ、肉類缶詰等への課税強化 

中国については、北京大学の研究協力者が、今後の予防対策の進み方についてフォローア
ップする予定である。パラオについては、保健省と協議しながら、予防対策の具体的な活動
内容を作成していきたいと考えている。 

 
 



 

   

Ａ．研究目的 
 
本研究全体の目的は、東アジア、オセアニ

ア島嶼地域における生活習慣病の実態と、生
活習慣・社会的因子などの危険因子を、既存
データ、調査対象地での疫学調査及び社会学
調査に基づき解明し、各国の社会的背景に適
合した有効な生活習慣病対策を提言するこ
とである。 
生活習慣病対策は世界的課題であるが、特

に急速に社会経済的変化を遂げ、人口高齢化
と経済成長減速の始まっている、東アジア、
オセアニア島嶼地域の中所得国においては、
可及的速やかに有効な対策を実施しないと、
人的・経済的負担が増大すると予測される。
日本の経験を踏まえた生活習慣病対策を提
言することにより、先進国としての日本の国
際貢献に寄与できる。また、日本との人的交
流の多い地域が対象であることから、本研究
の成果は日本の生活習慣病対策の一助とな
ることも期待される。  

本研究は 3 年間の計画であり、3 年目の平
成 26 年度は、中国における生活習慣病に関
する疫学調査の実施と、大阪での国際セミ
ナー開催を実施した。3 年間の研究成果と国
際セミナーでの議論をもとに、社会的背景
に適合した生活習慣病対策への提言をまと
めた。 

 
 

Ｂ．研究方法 
 

1. 中国疫学調査 
 
中国での疫学調査は、北京大学の研究協力

者とともに、平成26年8～11月、北京市房山
区で行った。房山区は、北京市街より 50 km 
ほど南西に位置する農村地域である。40歳以
上の地域住民男女1,000人を対象として、生
活習慣病危険因子に関する疫学調査を行っ
た。WHOの生活習慣病危険因子調査 [WHO 
STEPwise approach to surveillance (STEPS)] 
の標準質問票及び社会学調査結果に基づい
て、北京大学の研究協力者が準備した質問票
を一部改定し、食事に関する項目等を追加し
た。改定した質問票による面接調査、身体測
定 (身長、体重、腹囲、血圧等)、血液検査 (血
糖、総コレステロール、HDLコレステロー
ル、中性脂肪) を行った。 

研究代表者の青山は、研究協力者の張燕
(大学院生) とともに質問票を改定し、また
パラオで使用した検査方法を一部の対象者
で実施するために必要な物品等のロジステ
ィックスを整え、張を調査に参加させて、現
地での調査の進捗を確認した。 
 
中国への渡航 

6 月 29 日～7 月 3 日 研究分担者・崔仁哲 
              研究協力者・劉克洋 

8 月 6 日～10 日 研究分担者・崔仁哲 
8 月 6 日～16 日 研究協力者・劉克洋 
8 月 6 日～17 日 研究協力者・張 燕 

 
2. 国際セミナー 

 
平成 26 年 10 月 2～3 日、大阪大学にて、

アジア・オセアニアの生活習慣病の状況と予
防対策に関する国際セミナーを開催した。国
際セミナーには、パラオ、中国のほか、タイ、
バングラデシュ、オーストラリアから、生活
習慣病の疫学・予防対策の専門家を招聘した。
1 日目の国際シンポジウムでは、招聘した専
門家が各国の状況と課題について講演し、パ
ラオ、中国での調査状況等を報告して、参加
者と意見交換した。2 日目のワークショップ
では、パラオの疫学調査データの分析結果や
中国の社会学調査データの質的分析の経過
等について報告し、参加者と議論した。 
研究代表者の青山は、国際セミナーに招聘

するタイ、バングラデシュの専門家を人選・
調整した。国際セミナーでは、司会者の 1
人として議事進行を進め、討論に参加した。
セミナー終了後、タイ、バングラデシュの専
門家を名古屋大学に招いて講演してもらい、
また今後の研究計画について議論した。 

 
3. 調査結果の分析・発表 

 
平成 25 年度に実施したパラオでの疫学調

査 (18～24 歳対象) と、保健省・WHO が平
成 23～25 年に実施した STEPS (25～64 歳対
象) の結果を記述疫学分析した。研究分担者
の江が中心となり、パラオ保健省の研究協力
者、研究代表者の青山、他の研究分担者と協
力して英語論文を作成した。 
平成 25 年度に実施した中国での社会学調

査のうち、フォーカス・グループ・インタビ
ューの中国語の録音データを逐語的に文書



 

   

化し、中国語テキストデータとして Nvivo
を使用してコード化した。研究協力者の張が
中心となり、青山と江も協力して、質的解析
を進めている。 

 
4. 生活習慣病予防対策への提言 

 
パラオ、中国の調査結果と、国際セミナー

で共有された経験や議論を基に、社会的背景
に適合した効果的な予防対策についての提
言案を、研究代表者の青山が中心となって作
成し、研究分担者全員と協議してまとめた。 

 
(倫理面への配慮) 
本研究は、疫学研究に関する倫理指針を遵

守しており、名古屋大学医学部生命倫理委員
会より、研究計画を承認されている (承認番
号: 2012-0103)。パラオにおける研究計画に
ついて、疫学調査はパラオ保健省Institutional 
Review Board、社会学調査は社会文化省芸術
文化局により承認されている。また、大阪大
学、及び北京大学においても承認されている。
また、文献資料を直接引用する際は、出典を
明らかにして、著作権保護に留意した。 

 
 

Ｃ．研究結果 
 

1. 中国疫学調査 
 
疫学調査で得られた情報は、倫理的配慮、

及び北京大学の研究協力者との合意により、
中国国内で連結可能匿名化して入力した後、
データのみ日本に持ち帰ることになってい
る。現在、北京大学にて、データの確認と入
力を進めている。血液検査については、静脈
血採血して北京大学の臨床検査室にて測定
したが、対象者 1,000 人中 42 名については、
パラオと同じポータブル機器での測定を併
用した。 

 
2. 国際セミナー 

 
1 日目のシンポジウムでは、パラオ保健省

の研究協力者と研究分担者の江が、パラオの
生活習慣病の状況と調査結果について報告
した。アジア諸国の中では生活習慣病対策が
比較的進んでいるタイの専門家は、予防対策
を進める上での問題点を共有し、例えばタバ
コ対策を進めるには、保健医療セクターを越

えた国際的取り組みが必要であることを示
した。バングラデシュの専門家は、途上国の
生活習慣病対策を考える上で不可欠な、都市
と農村、中所得層と低所得層の格差について
報告し、農村部の食塩摂取量は予想より少な
く、都市部での加工食品摂取が問題であるこ
とを示した。  

2 日目のワークショップでは、研究協力者
の王超辰 (大学院生) が、パラオのデータに
ついて、高血圧及び高血糖をアウトカムと
して分析した結果を発表した。分析の結果、
パラオにおいて、高血圧及び高血糖が年齢
と BMI に関連していることが示された [資
料 2・3]。研究協力者の張は、中国での社会
学調査で得られたデータの質的分析の経過
を報告した [資料 4]。国際セミナー及びワ
ークショップには、研究代表者・分担者・
上記の報告者に加え、名古屋大学から大学
院生 2 名が参加して討論した [資料 5]。 
 
(資料 2: パラオ調査データの血圧に関する分
析結果) 
 
(資料 3: パラオ調査データの血糖値に関する
分析結果) 
 
(資料 4: 中国調査データの質的分析経過) 
 
(資料 5: 名古屋大学大学院生の国際セミナー
参加報告) 

 
3. 調査結果の分析・発表 

 
パラオでの疫学調査 (18～24 歳) データ

の記述疫学分析結果を、英文論文として発表
した。また、STEPS (25～64 歳) データの記
述疫学分析結果についても、英文論文にまと
め、投稿中である。国際セミナーで報告した、
高血圧、高血糖をアウトカムとした分析結果
についても、英文論文を現在作成中である。 
(参照: 研究成果の刊行物･別刷) 
中国での社会学調査により、食塩・肉類の

摂取が多い一方、野菜の摂取や運動習慣も多
いことがわかった。農村地域では、比較的強
い地域コミュニティの繋がりが、ソーシャル
キャピタルとして生活習慣病予防対策に活
用できると考えられた。質的分析により、地
域住民がグループで運動する等、ソーシャル
キャピタルが生活習慣病予防に役立ってい



 

   

ることが示されたが、他方、同じコミュニテ
ィの人々に塩辛い食事をとる習慣や喫煙習
慣があると、食習慣改善や禁煙を進めること
が難しい等、ソーシャルキャピタルが生活習
慣病予防の妨げともなっていることがわか
った。今後、ソーシャルキャピタルが正の要
因となるかあるいは負の要因となるかをテ
ーマとして、さらに分析を進めて、英文論文
として発表する予定である。 
なお、パラオでの疫学調査・社会学調査の、

予備的分析結果については、国際開発学会春
季大会で発表した [資料 6]。また、WHO デ
ータ・ベースから、東アジア、東南アジア、
オセアニア 28 ヵ国の、NCD 危険因子を分析
して、3 パターンに分類した結果については、
公衆衛生学会で発表し [資料 7]、英文論文を
刊行した。(参照: 研究成果の刊行物･別刷) 

 
(資料 6: パラオ疫学・社会学調査の予備的分
析結果報告) 
 
(資料 7: 東アジア、東南アジア、オセアニア
諸国 NCD 危険因子パターン分析結果報告) 

 
4. 生活習慣病予防対策への提言 

 
パラオ、中国における疫学・社会学調査、

国際セミナー、既存データの比較分析によ
り、以下のような課題と社会文化的背景要
因が抽出された。 

 
(a) アジア・オセアニア共通 
- 生活習慣病は、主要な健康問題である。各
国政府も、それを認識しつつある。 

- アジアの低所得国では高血圧が主要な課
題であるが、アジアの高所得国では高コレ
ステロール血症が主要な課題である。経済
発展により生活習慣が変化すると、主要な
課題も変化すると考えられる。オセアニア
島嶼地域では、著しい肥満と高血圧、高血
糖が主要な課題である。 

- 定期的に運動する等、人々の健康意識は高
まりつつあるが、まだ不十分であり、正し
い健康知識が不足している。 

- タバコ、食塩や脂肪を多く含む加工食品、
糖分の多い飲料の、生産・流通・価格等を
コントロールして入手しにくい環境を作る
には、保健医療セクターを越えた対応が必
要とされる。 

- 先入観に捉われることなく、科学的データ
を収集して、根拠に基づく予防対策を策定
する必要がある。 

 
(b) パラオ 
- 肥満、高血圧、高血糖の有病率が高い。 
- 若年から、上記危険因子の有病率が高い。 
- 肉類缶詰等の摂取が多く、野菜・果物の摂
取が少ない。 

- 噛みタバコ使用が多く、とくに女性に多い。 
- 運動習慣のない人が多い。 
- 自動車が普及していて、近距離移動にも自
動車を使う。 

- 公務員や観光産業従事者が多く、比較的所
得が高いため外国人労働者を雇用しており、
肉体的労働をしなくなっている。 

- 学校・地域・職場に、定期的健康診断の仕
組みがなく、学生・住民に健診の意義が理
解されていない。 

- 住民も行政も、生活習慣病が問題であると
認識してはいるが、どれほど深刻な状況に
あるか、十分に理解していない。 

- 住民には、生活習慣病に関する正確な知識
がなく、どのように対処すればよいかわか
らない。 

- 栄養に関する知識が乏しく、学校での栄養
教育もなされていない。 

- 就学率が高く、公務員が多い。学校・職場
が、予防対策の場となる可能性がある。 

- 伝統的地域社会の繋がりは比較的強いが、
かつてのように集団で作業することは少な
くなっている。 

- 伝統的な会合にて、過食する傾向がある。 
- 伝統的リーダーによる統制力が弱くなつ
ていて、コミュニティによるリスク行動抑
制が難しくなっている。 

 
(c) 中国 
- 経済発展に伴う生活習慣の変化により、肥
満者が増加しており、肉類摂取も増加して
いる。 

- 食塩摂取が多く、高血圧の有病率が高い。 
- 野菜の摂取も多いが、漬物としての摂取が
多いため食塩摂取増加をもたらしている。 

- 喫煙・飲酒の習慣のある男性が多い。 
- 運動習慣のある人は比較的多く、年齢が高
いほど増している。グループで運動を楽し
むことが多い。 

- 農村地域なので、コミュニティの繋がりは



 

   

比較的強い。 
- 交通インフラの発展により、都市部へのア
クセスは良好である。 

- 通信インフラの発展により、スマートフォ
ン等が普及していて、情報の入手や情報交
換が容易になっている。 

- 行政組織の執行力が強く、疾病対策局によ
る住民への介入は比較的容易である。 

 
 
Ｄ．考察 

 
本研究は、3 年間で、パラオ及び中国にお

いて、疫学・社会学調査を行い、生活習慣病
危険因子の実態を理解し、社会的文化的に適
正で効果的な対策を提言する計画である。調
査は概ね計画通り実施され、データ分析は、
まだすべて完了していないものの、上述した
ような課題と社会文化的要因が抽出された。 
図は、生活習慣病の発症に関連する要因を、

階層的に示したものである。(a) 自然環境･
社会環境とは、気候、地理的条件、経済水準、
法制度、教育水準等を示す。(b) 生活環境と
は、食材の流通･価格、交通手段、労働内容、
禁煙環境、予防･治療サービスへのアクセス
等、個人を取り巻く環境を示す。(c) 生活習
慣とは、食事、身体活動、飲酒、タバコ等の
個人の生活習慣であり、(d) 遺伝・先天的と
は、性別、年齢、2 型糖尿病の遺伝的素因、
胎児期の低栄養等を示す。 

公衆衛生的観点から予防対策を考える場
合、(c) 生活習慣、及び (b) 生活環境への介
入が、実際的であり効果的であると考えられ
る。(a) 社会環境への介入も重要であるが、

保健医療セクター以外からの介入が中心と
なる。生活習慣や生活環境を変えていくには、
社会文化的背景を考慮して、実際的な効果が
得られるようにする必要がある。 
 これらの点を考慮しながら、抽出した課題
と社会文化的要因に基づいて、以下のような
提言案をまとめた。 
 
[パラオ] 
 
(1) 行政関係者等の意識向上 
本研究結果とその意義・重大性を、保健省

のみならず、行政関係者、教員、企業関係者、
地域のリーダー等に、幅広く広報する。現地
にて、調査結果報告ワークショップを開催す
ること等を検討する。 

 
(2) 学生・地域住民の健康意識向上 
 学校教育や地域の行事等で健康教育活動
を行い、本研究結果とその意義・重大性を広
報するとともに、生活習慣病とその危険因子
に関する正しい知識を広める。教員、学生、
地域住民の中から、ピア・エデュケーターを
育成する。学校や地域で、生活習慣病につい
て話し合う機会を増やす。学校での健康教育
には、児童生徒のみならず、保護者にも参加
してもらう。各地区に住民グループを作り、
健康とライフスタイルに関して学習する会
を、定期的に開催する。ケーブルテレビ、公
共ラジオ放送、新聞等のマスメディアで、生
活習慣病の知識を広める。 
 
(3) 学校・地域での実践的栄養教育 
 学校教育や地域の行事等で、栄養や食事の
内容、食品表示の読み方等についての教育を
行う。食材や調理方法について、地域や学校
で調理実習を行い、実践的に指導する。学校
での実習には、保護者にも参加してもらう。 
 
(4) 定期的健康診断の導入 
 学校、地域、職場にて、定期的に健康診断
を行う仕組みを作る。健診結果によって、保
健指導を行い、健診データの解釈や生活習慣
改善等について指導する。 
 
(5) 運動しやすい環境整備 
 学校教育や地域の行事等で、運動の楽しさ
を体感させる。歩道を整備し、公共施設を歩
ける距離に集中させる等、市街地を歩きやす

(a) 自然環境

社会環境

(b) 生活環境

(c) 生活習慣

(d) 遺伝

先天的

 



 

   

い構造にする。補助金等により、運動施設等
の利用を促進する。 
 
(6) タバコの有害性の広報強化 
 WHOのタバコ規制政策パッケージに基づ
き、噛みタバコの有害性に関する広報を強化
する。例えば、口腔がんの写真のポスターを
作る等が考えられる。 
 
(7) 企業との連携 
 食品、外食産業と連携して、食品のエネル
ギー量、食塩、脂質、糖質の含有量等の表示
を強化する。パン、肉類缶詰等の食塩含有量
を減らし、減塩食品を優先的に輸入・流通さ
せる。輸入食品が多く対応には困難が予測さ
れるが、ヨーロッパや日本での取り組みにな
らって、できるところから始めるべきである。 
 
(8) 野菜・果物の流通促進と価格補助 
 野菜・果物の国内生産を奨励して、流通量
を増やす。消費者にクーポン等を配布して、
野菜・果物摂取の習慣をつける。 
 
(9) タバコ、肉類缶詰、加糖清涼飲料水等へ
の課税強化 
 実施できれば、効果があると考えられるが、
強力な政治的コミットメントを要する。  
 
 これらの提言に沿った具体的な活動内
容・活動計画については、今後、パラオ保健
省と協議しながら進める必要がある。予防対
策の中心となるのは保健省であるが、地域で
のきめ細かい活動は、現地の NGO と連携す
ることが重要と考えられる。PDCA サイクル
でいえば、本研究期間では、計画 (Plan) の
半ばにしか至っていない。パラオ保健省を支
援しながら、実施 (Do)、評価 (Check)、見
直し (Act) を進めるには、来年度以降も協
力できるような仕組みが必要である。そのた
めに、来年度からの、日本医療研究開発機構
研究費を申請している。 
 
[中国] 

 
(1) ソーシャルキャピタルを活用した生活
習慣改善活動 
実効性のある生活習慣改善には、行政から

の指示ではなく、住民が主体的に自覚して行
動する必要がある。定着した住民が多い農村

地域においては、地域コミュニティの繋がり
が比較的強く、ソーシャルキャピタルとして
生活習慣病予防対策に活用できると考えら
れる。すなわち、生活習慣病予防対策にとっ
て正に作用する点を伸ばし、負に作用する点
については、コミュニティ全体をターゲット
とした介入が必要とされる。 
具体的には、運動習慣については、すでに

グループでの運動習慣のある住民を中心と
して、これまで参加していなかった住民に拡
大していく方策が考えられる。減塩や禁煙に
ついては、コミュニティ全体を対象とした健
康教育を行い、具体的な食材や調理方法につ
いて、コミュニティでの料理教室のような形
で指導する。また、具体的な禁煙方法につい
ても、喫煙者本人のみならず、家族や地域コ
ミュニティも合わせて指導する。生活習慣改
善の経過について、コミュニティの中で互い
にモニタリングする。 

 
(2) 情報メディアを活用した健康教育 
スマートフォン等の情報メディアが普及

している地域なので、メディアの口コミによ
り生活習慣病についての正しい知識を普及
する。ゲームのように楽しみながら、健康教
育や、生活改善モニタリングのできるアプリ
を開発する。 

 
(3) 地域での健診と保健指導 
中国は行政の執行力があるので、房山区疾

病対策局が中心となり、北京大学と協力して、
地域での定期的健康診断と、健診結果に基づ
いた保健指導の仕組みを作る。 

 
これらの提言に基づいた具体的な活動内

容・活動計画については、今後、北京大学及
び房山区疾病対策局と協議して進める。北京
大学と房山区疾病対策局は良好な協力関係
を長く続けており、北京大学による追跡調査
も計画されているので、予防対策の具体的計
画・実施・評価・見直しに関しては、北京大
学の研究協力者によるフォローアップが可
能である。 

 
 

Ｅ．結論 
 
本研究では、3 年間で計画どおり、(1) 中

国・パラオにおける疫学調査、(2) 中国・パ



 

   

ラオにおける社会学調査、(3) 既存データ分
析によるアジア・オセアニアの生活習慣病危
険因子パターン分析、(4) 国際セミナーによ
る討論を実施した。研究成果をもとに、社会
的背景に適合した生活習慣病対策への提言
をまとめた。 
 今後は、この提言を具体的な活動内容とし、
実施する戦略を定め、実施状況をモニタリン
グしていく必要がある。中国では、北京大学
と房山区疾病対策局が協力して、実施できる
であろうと考えられる。パラオでは、保健省
が中心となって実施していくことが期待さ
れるが、日本側が継続的に協力できる仕組み
が必要である。 
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